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令和７年度公益財団法人広島市産業振興センター事業報告書 

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

 

Ⅰ 設立目的及び概況 
 
 １ 設立目的 

企業の経営基盤の強化、技術の向上その他の市内産業の振興及び発展に資する事業を行

い、もって地域経済の活性化に寄与することを目的とする。 
 
 ２ 概況 
 
 （１） 設立年月日 

平成  ４年４月１日 「財団法人広島市産業振興センター」設立 

平成２４年４月１日  公益財団法人に移行し、「公益財団法人広島市産業振興セン 

ター」に名称変更 
 
 （２） 基本財産 

基本財産 ５０，０００，０００円（全額広島市出資） 
 
 （３） 実施事業 

   ア 企業の経営の基盤強化及び革新に関する事業 

   イ 技術の向上及び革新に関する事業 

   ウ 創業支援に関する事業 

   エ 企業の情報化の促進に関する事業 

   オ 企業の人材の確保及び育成に関する事業 

   カ 国際経済交流の促進に関する事業 

   キ 商工業の振興に関する調査及び研究 

   ク 広島市が設置する産業振興施設の指定管理 

   ケ 広島市が設置する産業振興施設の管理運営の受託 

   コ その他この法人の目的を達成するために必要な事業 
 
Ⅱ 評議員・役員の状況 
 
 １ 評議員・役員の数（令和８年３月３１日現在） 

 評議員  １０人 

理事長   １人 

   常務理事  １人 

   理 事  １３人 

   監  事    ２人 

 

２ 評議員 

 （１） 事業年度中の評議員の異動は、次のとおりである。 

異動年月日 役 職 氏 名 異動内容 

令和７年 ４月 １日 評議員 永 山   忍 就 任 

令和７年１１月１３日 評議員 植 野 実智成 辞 任 

令和７年１１月１３日 評議員 西 本 尚 士 就 任 
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（２） 令和８年３月３１日現在の評議員は、次のとおりである。 

役 職 氏 名 就任年月日 

評議員 市 原 英 行 令和 ５年 ４月 １日 

評議員 上 戸 昭 吾 令和 ６年 ６月 １日 

評議員 鵜 野 德 文 令和 ３年 ５月２８日 

評議員 加 藤 和 行 令和 ２年 ４月 １日 

評議員 蔵 田 秀 和 令和 ５年 ４月 １日 

評議員 十 倉 純 子 平成２４年 ４月 １日 

評議員 永 山   忍 令和 ７年 ４月 １日 

評議員 西 本 尚 士 令和 ７年１１月１３日 

評議員 新 田 幸 江 令和 ２年 ６月２２日 

評議員 松 木 一 弘 平成２７年 ３月３０日 
 
 ３ 理事・監事 

 （１） 事業年度中の理事・監事の異動は、次のとおりである。 

異動年月日 役 職 氏 名 異動内容 

令和７年 ４月 １日 理事 大 石 憲 司 就 任 

令和７年 ４月 １日 監事 秋 信 隆 雄 就 任 

令和７年 ７月 １日 監事 吉 岡 敬 司 辞 任 

令和７年 ７月 １日 監事 新 井 幸 司 就 任 

令和８年 ３月３１日 理事 奥 野 泰 識 辞 任 

令和８年 ３月３１日 理事 吉 田 幸 弘 辞 任 
 
（２） 令和８年３月３１日現在の理事・監事は、次のとおりである。 

役 職 氏 名 就任年月日 

理事長 行 廣 真 明 令和 ４年 ４月 １日 

常務理事 谷   康 宣 令和 ６年 ４月 １日 

理事 秋 山 高 志 令和 ５年 ４月 １日 

理事 上 田 康 博 平成３０年 ６月 ５日 

理事 大 石 憲 司 令和 ７年 ４月 １日 

理事 奥 野 泰 識 令和 ５年 ４月 １日 

理事 桒 原 立 人 令和 ３年 ５月２８日 

理事 牛 来 千 鶴 平成２４年 ４月 １日 

理事 清 水 美和子 令和 ６年 ６月１８日 

理事 田 岡 美 江 令和 ４年 ６月２３日 

理事 日 野   実 令和 ６年 ６月１８日 

理事 細 井 謙 一 平成２４年 ４月 １日 

理事 森 脇 喜美代 平成２４年 ４月 １日 

理事 栁 下 加寿子 令和 ６年 ６月１８日 

理事 吉 田 幸 弘 平成３０年 ６月 ５日 

監事 秋 信 隆 雄 令和 ７年 ４月 １日 

監事 新 井 幸 司 令和 ７年 ７月 １日 
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Ⅲ 評議員会等の開催 

 

 １ 評議員会 

開催年月日 開催回数 付議事項 審議結果 

令和７年 ４月 １日 第１回 

（書面） 

１  評議員の選任について 

２  理事の選任について 

３  監事の選任について 

４  規則の一部改正について 

選 任 

選 任 

選 任 

承 認 

令和７年  ６月２４日 第２回 １  令和６年度公益財団法人広島

市産業振興センター決算につ

いて 

２  令和６年度公益財団法人広島

市産業振興センター事業報告

について 

３  令和７年度公益財団法人広島

市産業振興センター事業計画

及び収支予算について 

４  令和６年度における職員の職

務に係る倫理の保持に関する

状況等の報告について 

承 認 

 

 

終 了 

 

 

終 了 

 

 

 

終 了 

 

 

令和７年  ７月 １日 第３回 

（書面） 

１  監事の選任について 

 

選 任 

 

令和７年１１月１３日 第４回 

（書面） 

１  評議員の選任について 

 

選 任 

 

令和８年 ３月３１日 第５回 

（書面） 

１  理事の選任について 選 任 

 

２ 理事会 

開催年月日 開催回数 付議事項 審議結果 

令和７年 ５月２７日 第１回 １ 令和６年度公益財団法人広島市 

産業振興センター事業報告及び

決算について 

２ 公益財団法人広島市産業振興セ 

ンター令和７年度第２回評議員

会（定時）の招集について 

３ 理事長・常務理事の職務執行状

況の報告について 

４ 令和６年度における職員の職務

に係る倫理の保持に関する状況

等の報告について 

原案可決 

 

 

原案可決 

 

 

終 了 

 

終 了 

令和７年 ７月 １日 第２回 

（書面） 

１ 公益財団法人広島市産業振興セ

ンター令和７年度第３回評議員

会（臨時）の招集について 

原案可決 
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令和７年１１月１３日 第３回 

（書面） 

１ 公益財団法人広島市産業振興セ

ンター令和７年度第４回評議員会

（臨時）の招集について 

原案可決 

令和８年 ３月 ３日 

 

第４回 

（書面） 

１ 常勤役員の報酬等について 

２ 令和７年度公益財団法人広島市

産業振興センター収支予算の補

正について 

原案可決 

原案可決 

令和８年 ３月２６日 

 

 

第５回 

 

１ 令和８年度公益財団法人広島市

産業振興センター事業計画及び

収支予算について 

２ 公益財団法人広島市産業振興セ

ンター令和７年度第５回評議員

会（臨時）の招集について 

３ 理事長・常務理事の職務執行状

況の報告について 

４ 経営支援機能等の移転について 

原案可決 

 

 

原案可決 

 

 

終 了 

 

終 了 

 

Ⅳ 定款の変更 

  事業年度中の定款の変更はなし。 

 

Ⅴ 職員の状況 

  令和８年３月３１日現在の職員の状況は、次のとおりである。 

（単位：人） 

区分 

事務職員 技術職員 非

常

勤 

 

合計 
部   

長

級 

課

長

級 

補

佐

級 

係

長

級 

主     

 

事 

部

長

級 

課

長

級 

補

佐

級 

係

長

級 

技

師 

事務局長 1           1 

 

 企画総務課  1 1 1 3      2 8 

中小企業支援センター 1 2 2 4 4       13 

工業技術センター  1 1 2 1 1 2 3 1 9 3 24 

 副所長      1      1 

 

技術振興室   1 1 1   1   2 6 

材料技術室       1 1 1 6 1 10 

システム技術室       1   2  3 

デザイン支援室  1  1    1  1  4 

合 計 2 4 4 7 8 1 2 3 1 9 5 46 
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Ⅵ 事業の実施状況等 

 

１ 事業の実施状況 

 

（１） 公益目的事業 

 

 ① 企業の経営基盤強化、創業等の支援に関する事業（公益目的事業１） 

中小企業の経営基盤の強化、創業等への支援を通じて地域経済の活性化に寄与する

ことを目的として、次の事業を実施した。 

    

ア 経営基盤の強化 

コーディネータによる支援、窓口相談事業、アドバイザー派遣事業等により経営

課題の解決を行うとともに、企業の成長を支える人材育成に関するセミナー等を開

催し、中小企業の経営基盤強化に向けた支援を行った。 

また、県・市連携の一環として、広島市域以外の広島県西部地域における中小企

業者等の経営相談等にも応じた。 

 

(ｱ) コーディネータによる支援 １３８社          １２，８７１千円 

経営、技術及び情報分野の専門的な知識と経験を有するコーディネータが、中

小企業者の経営や技術上の課題解決に向けて継続的に支援し、経営計画・事業計

画、ビジネスプランに関する支援（５７社）、商品・技術開発支援（５６社）、販

路開拓支援（５３社）、等を行った。 

 

(ｲ) 窓口相談事業（県市連携） ５０１件           ７，９２６千円 

専門家等による相談窓口（広島県西部地域を含む。）を設置し、原材料価格の

高騰等により、収益減少などの影響を受けている中小企業者等の資金繰り、働き

方改革、インバウンド対応等の経営課題や事業承継、知的財産、法律問題などの

相談に応じた。 

また、（公財）ひろしま産業振興機構、広島商工会議所及び広島県商工会連合 

会と連携し、広島市域の中小企業者等を対象とした一次相談窓口「広島市域中小

企業支援ナビ（電話相談）」を運営することにより、各支援機関の支援メニュー

の情報提供やアドバイスを行ってきたが、相談者の利便性向上という当初の目的

を果たしたことから、令和８年１月２９日をもって、広島市域中小企業支援ナビ

（電話相談）を終了した。 

 

(ｳ) 制度融資等相談受付事業 ６件                 ９１千円 

資金繰り等の問題を抱える中小企業者に対して、各種融資制度の紹介やセーフ

ティネット保証に係る相談を行った。 

 

(ｴ) アドバイザー派遣事業                  ５，５７０千円 

ａ 経営支援アドバイザー派遣 １４４回（３８社） 

原材料価格の高騰等により収益減少などの影響を受けている中小企業者に対

して、専門家を派遣し、生産性向上、販路開拓、人材育成、ＩＣＴ化、働き方

改革等に関する助言を行った。 

 b   事業規模拡大支援アドバイザー派遣 ４回（１社） 
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   創業後３年以上１０年未満の事業者等で、事業規模の拡大を図ろうとする者

に対して専門家を派遣し、ＳＮＳの活用や顧客獲得に向けた取り組み等に関す

る助言を行った。 

c  中小企業団体等支援アドバイザー派遣 ５回（３団体） 

事業協同組合や商店街などの中小企業団体等が実施する研究会に対して、専

門家を派遣し、確定申告の留意点、まちづくり等に関する助言を行った。 

ⅾ 障害者経営支援アドバイザー派遣 ４回（３社） 

障害のある事業主に対して専門家を派遣し、税務、ビジネスモデルの構築等

に関する助言を行った。 

ｅ 景気対応等経営支援アドバイザー派遣 ０回（０社） 

  セーフティネット保証制度の認定を受けた中小企業者、突発的な自然災害等

により売上減少等の影響を受けている中小企業者等に、専門家を派遣する制度

であるが、今年度は申請がなかった。 

f  里山・離島活性化支援アドバイザー派遣 １０回（４社） 

中山間地域の中小企業者に対して、専門家を派遣し、プレスリリースの手法、

リーダーの育成や社員教育等に関する助言を行った。 

 

(ｵ) 中小企業等人材育成事業（広島広域都市圏）６回（参加者数 １５４人） 

  ８３４千円 

中小企業経営者等を対象に、経営体質の強化、企業の成長を支える人材の育成 

を目的に、経営戦略、販売促進等に関するセミナーを開催した。（会場開催５回、

オンライン開催１回） 

 

イ 時代をリードする技術・商品の開発 

新規ビジネス事業化支援事業や見本市等出展助成事業等により新製品・新技術や

販路開拓の早期事業化を支援した。 

 

(ｱ) 新規ビジネス事業化支援事業（広島広域都市圏）     １２，３８５千円 

これまで対象としていた新成長分野（エコ、観光、医療・福祉、都市型サービ

ス）の制限を撤廃し、中小企業者等が行う新たな産業の創出・育成に向けた新技

術・新製品の早期事業化を支援した。 

ａ 事業化支援助成金 

              事業化計画のブラッシュアップ、試作品の機能、性能及び品質に関する評価 

及び改良、販路開拓等に要する経費を対象に助成金（助成率１/２、上限３００

万円）を交付した。 

・交付企業数   ５社 

・助 成 額   １，１９５万円 

ｂ 専門家派遣 

１社に対して専門家を派遣（１０回）し、新製品の改良に向けた取り組み、

新規事業に注力するための事業計画づくりに関して助言した。 

 

(ｲ) 見本市等出展助成事業（広島広域都市圏）         ２，０３９千円 

中小企業者等が研究開発により実用化又は商品化したものについて、見本市等

への出展に要する経費の一部に対して助成金（助成率１／２、上限２０万円）を

交付した。 
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・交付企業数  １１社 

・助 成 額  １８８万３千円 

・商談件数等   見本市等への出展の結果、４７５件の商談が行われ、受注見

込みありが１０５件、６件が成約に至った。 

 

(ｳ) 販路開拓支援事業 

ものづくり分野で販路開拓支援サービスを運営している民間機関等との業務提

携を行い、中小企業者等の販路開拓を支援した。 

・マッチング  １件 

 

ウ 個性と魅力ある商業の振興 

いい店ひろしま事業では、応援事業として店舗の魅力度の維持・向上のため、公

式インスタグラムによる紹介投稿により、顕彰店舗のＰＲに努めた。 

 

(ｱ) 中小企業団体等支援アドバイザー派遣（再掲）５回（３団体） [１５２千円] 

事業協同組合や商店街などの中小企業団体等が実施する研究会に対して、専門

家を派遣し、税制面における助言、まちづくり等に関する支援を行った。 

  

(ｲ) いい店ひろしま事業                        ０円 

ａ 顕彰事業 

長引くコロナ禍の影響により、店舗演出や接客などの商業機能の社会的な評

価が変化していることから事業を休止し、他の事業への統合を含めて事業の見

直しの検討を行った。 

ｂ 応援事業 

店舗魅力度の維持・向上を図るため、公式インスタグラムにおいて顕彰店舗

の商品やイベント等をＰＲする紹介投稿を９店舗１５件行い、約３万５千人の

閲覧があった。 

 

エ 特長のある創業の支援 

創業者向け研修会等の開催や創業チャレンジ・ベンチャー支援事業等により、創

業者の掘り起しから創業時の事業運営までを支援した。 

 

(ｱ) 創業支援コーディネータによる支援 １０９社       ４，１６８千円 

新商品・サービスの企画・開発、新規出店、マーケティング等に関する豊富な

実務経験を有する創業支援コーディネータが、創業者の発掘から情報提供、各種

相談、マッチングなど、創業時における課題解決に向けて継続的に支援し、公的

助成金申請支援（５１社）、ビジネスプランに関する支援（４８社）等を行った。 

 

(ｲ) 創業チャレンジ・ベンチャー支援事業           ４，１１１千円 

有望な事業モデルを有する創業予定者（創業３年未満の中小企業者を含む。）

を募集選定し、事業計画策定から事業運営までを、専門家派遣、融資等により総

合的に支援した。 

また、首都圏での移住促進系イベントに２回参加し、ＵＩＪターンの希望者に

対して、創業支援施策の周知を図った。 
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ａ 事業計画策定支援 

・支援決定件数  １８件（うち１１件が創業後３年未満） 

・専門家による事業計画策定支援  ５５回 

ｂ 事業計画実行支援 

・事業認定件数  １１件（うち８件が創業後３年未満） 

・専門家による事業計画実行支援  ５８回 

・事業化加速研修の開催 ４回（参加者数 ８０人） 

 

(ｳ) 創業者向け研修会等（広島広域都市圏） ４回         ８８２千円 

創業予定者及び創業して間もない中小企業を対象に、創業に必要な知識・手法 

の習得や創業者が抱えている課題解決のための研修会等を開催した。 

ａ 創業者向け研修会 ４日間×２回 

広島市立中央図書館と連携して、創業や経営に必要な知識・手法について演 

習を主体とした総合的な研修会を開催した。 

・参加者数 ３７人 

ｂ 事業構想確立ワークショップ  １日×２回 

創業者が事業構想をより具体的に確立するため、ワークショップを開催した。 

        ・参加者数 １２人 

       

(ｴ) 創業支援アドバイザー派遣事業 ２１回（２１人）       ６４２千円 

創業予定者及び創業３年未満の中小企業者に対して、専門家を派遣し、創業時

の留意点、市場動向、事業計画、資金計画等に関する助言を行った。 

 

     (ｵ) 日曜創業相談事業 １５件                  ２３７千円 

       平日、窓口相談を利用できない創業予定者等に対し、毎月１回日曜日に相談窓

口を設置し、中小企業診断士等の専門家による事業計画の策定や資金調達等の相

談に応じた。 

 

オ 卸売業の振興 

流通革新研究会の開催 ２日間×１回 

広島市、広島商工会議所及び協同組合広島総合卸センターと連携して、従業員の

活力を生み出し能力を発揮させる組織マネジメントについて研究会を開催した。 

・参加者数 １８人 

 

カ 情報の発信 

中小企業に必要な経営や技術に関する情報と中小企業支援施策に関する情報を発

信した。 

 

(ｱ) 産業情報システムの運用                 ３，４９３千円 

ａ 中小企業支援施策、技術に関する情報発信 

広島市及び関係機関の中小企業支援施策、工業技術センターの有する技術に

ついてホームページで情報発信した。 

・中小企業支援センターホームページ 

     アクセス件数 月平均 ８，３５８件（年間 １００，２９０件） 

・工業技術センターホームページ 
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     アクセス件数 月平均 ６，７０６件（年間  ８０，４６９件） 

・広島の企業支援情報ホームページ 

   アクセス件数 月平均   ５８３件（年間   ７，００１件） 

ｂ 広島の企業情報の収集・発信 

広島の企業の保有技術やノウハウ等を収集・登録・データベース化し、イン

ターネットを通じて情報発信することにより、企業のビジネス機会の拡大を支

援した。 

・アクセス件数 月平均 １３，９３１件（年間 １６７，１７４件） 

・登録企業数  ３６８社 

 

(ｲ) 情報提供                          ４００千円 

ａ メールマガジンの発行（広島広域都市圏） 

中小企業に必要な経営や技術に関する情報、研修会等の開催案内、各種支援

施策情報、支援企業の紹介などを掲載したメールマガジン「広島市産業振興セ

ンターＮＥＷＳ」を発行した。 

・発行回数   １５回（定期号１２回及び臨時号３回） 

・配信先数   ３，４７４件（令和８年３月末現在） 

ｂ  ＳＮＳの活用 

Ｘ（旧Twitter）等により随時、情報を発信した。 

・ポスト数   ２１９件 

ｃ 展示会への出展 

ひろしまＩＴフェス２０２５ 

広島市と共同出展し、中小企業支援センターの支援制度を周知した。 

・開催期間       令和７年１０月２２日（水）、２３日（木） 

・会場         広島県情報プラザ エントランスホール 

・来場者        １，５８０人 

・ブース訪問者数    １０６人 

・パンフレット等配布数 ９５部 

ｄ  ビジネスサポート事例集の作成 

中小企業支援センター及び工業技術センターの支援事例集を作成・配布し、

支援先企業の特長と支援による成果等を広く紹介した。 

 

キ その他 

      経営革新等認定支援機関（国の認定支援機関）として、各種補助金等、国の中小

企業支援施策の活用を通じて、中小企業の経営基盤の強化、創業等の支援を行っ

た。 

 

   ② 企業の技術向上に係る支援事業（公益目的事業２） 

中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活性化に寄与することを目的として、

次の事業を実施した。 

また、引き続き、県・市の連携強化の一環として、研究会、研修会の共同開催をす 

    るなど利用者の利便性向上を図った。 
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ア 広島市工業技術センターの指定管理 

 

(ｱ) 技術研究会                       １，１５４千円 

企業等の技術者の技術水準の向上を図るため、企業や大学等で構成する研究会

を設け、技術的課題の解決や既存技術の応用研究に向けた取組等を通じ、会員企

業等の製品開発、技術開発などを支援した（県市連携事業のカッコ内は、県担当

回数で内数）。 

研究会名 内    容 開催回数 会員企業数 

広島表面処理技術研究会

（県市連携） 

表面処理（めっき等）技術の向上、有害

物質等の環境規制への対応及び若手技術

者の育成 

９回 

(１回) 
 ３０社 

省エネルギー材料研究会 

省エネルギーに資する材料の開発、材料

を活用した製品の高付加価値化及び部品

の開発  

２回 １４社 

 

(ｲ) 技術者の研修                      １，０７４千円 

中小企業の製品開発、設計、製造、評価・解析等の技術力の向上を図るため、

材料・加工技術、システム技術及びデザインに関する基礎的知識及び専門的知識

を体系的に習得できる研修会と最新の情報を提供する講習会・セミナーを開催し

た（県市連携事業のカッコ内は、県担当回数で内数）。 

講習会名等 内    容 開催回数 参加者数 

金属加工技術講習会 金属加工技術に関する技術情報の提供 １回 ３４人 

広島高分子材料研修会

（県市連携） 

プラスチック、ゴム等の高分子材料に関

する技術情報の提供（対面及びオンライ

ン開催） 

４回 

(１回) 

１２１人 

(５人) 

新素材技術講習会 新素材、新材料に関する情報の提供 １回 １７人 

自動車のＥＶ化に向け

た技術講習会 
自動車のＥＶ化に関する技術情報の提供 １回 ３４人 

軽金属材料講習会 軽金属材料に関する技術情報の提供 １回 ２７人 

デジタルエンジニアリ

ング講習会  

デジタルデータを利用した製品の設計・

製造に関する最新技術や活用事例の紹介 
１回 １３人 

解析・シミュレーショ

ン研修会 

構造解析などシミュレーション技術の習

得を目的とした基礎講習及び実習 
１回 １３人 

製品の振動評価技術に

関する研修会 

製品の振動評価技術に関する基礎講習及

び実習並びにプログラミング言語を用い

た振動評価技術の解説と実習 

２回 ８人 

データサイエンス研修

会  

データ分析に関する基礎講習及び実習 

（対面及びオンライン開催）  
１回 ８人 

デザイン講習会 

デザインの開発事例及び最新動向等の情

報提供（ひろしまデザインネットワーク

の先進事例勉強会と合同開催） 

１回 ７６人 
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講習会名等 内    容 開催回数 参加者数 

デザインマネジメント

セミナー 

商品企画・開発手法に関する事例及び最

新動向等の情報提供 
１回 ９人 

 

(ｳ) 技術指導推進                     １４，６６０千円 

ａ 工業技術支援アドバイザーの派遣（広島広域都市圏） １７回 

中小企業の技術力の強化を支援するため、商品開発、塗装技術、省エネルギ

ー対策などに関して専門家を企業に派遣し、具体的な技術的課題に対して指導

を実施することにより、その解決を支援した。 

ｂ 技術指導相談 ２，３０７件 

中小企業の生産性、技術力及びデザイン開発力の向上を図るため、企業技術

者の来所等による技術指導・相談を随時実施し、製品不良対策、品質管理等の

企業が直面している技術的課題の解決、新製品・新技術の開発やデザインを活

用した商品づくりを支援した。 

ｃ 依頼試験・評価 １４，７９７件 

中小企業の技術力の向上と新製品の開発を促進するため、製品及び部品の物

理的・化学的諸特性などについて、各種試験・評価及び技術指導を行うととも

に、欠陥原因の究明など企業が直面している技術的課題の解決を支援した。 

ｄ 技術情報普及 

中小企業の技術力の向上を図るため、専門的かつ広範囲な技術情報を入手・

提供した。また、工業技術センターにおいて、技術相談・指導、依頼試験等の

各種データをデータベースに蓄積するとともに、利用者・企業の利用状況を分

析し、効果的・効率的な技術支援に活用した。 

 

(ｴ) 工業技術センターの運営               ２４２，８３９千円 

ａ 試験研究設備利用 

新製品開発に必要とする試験研究設備を中小企業の利用に供した。 

・設備利用件数 １４，９７４件 

［主な設備利用機器］ 

(a) 分析・物理測定機器   10機  (b) 加工機器       18機 

(c) 材料・組織試験機器   20機  (d) 精密測定機器      4機 

(e) 電気測定機器       6機  (f) ﾃ ｼ゙゙ ﾀﾙｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 機器     3機 

(g) 環境・耐久性試験機器  7機 

ｂ 工業技術振興調査 

工業技術センターの事業充実を図るため、各種中小企業団体に対し、中小 

企業における現状や課題、要望等について調査・分析を行った。 

・アンケート調査 １２団体 

 

イ 指定管理以外の支援事業 

 

(ｱ) 環境関連分野の支援                      ９４千円 

       環境経営に関する講習会を開催した。 
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名   称 内    容 開催回数 参加者数 

環境経営実践講習会（広

島広域都市圏） 

環境経営の先進企業の取組み状況

等に関する情報提供 
１回  ２４人 

 

(ｲ) デザイン関連分野の支援                 ９，００８千円 

多様化した市場ニーズに即した商品開発力の強化と企業のデザイン開発力の向

上を図るため、デザインに関する振興事業を実施した。 

ａ ひろしまデザインネットワーク（広島広域都市圏） 

デザイン関連団体や企業、大学等を会員とする「ひろしまデザインネットワ

ーク」を運営し、情報交換等を行うことにより、会員の相互連携を深め、広島

広域都市圏におけるデザインネットワークの構築とデザイン振興拠点機能の強

化を図った。 

名   称 内    容 開催回数 
参加者数

等 

情報交換会議 各会員団体の活動状況報告  １回 ３３団体 

先進事例勉強会 

デザインの開発事例及び最新動向

等の情報提供（技術者の研修のデ

ザイン講習会と合同開催） 

 １回 ７６人 

ｂ ひろしまグッドデザイン賞（隔年）（広島広域都市圏） 

広島広域都市圏内の企業が開発したデザイン面・機能面で優れた商品及びパ

ッケージを｢ひろしまグッドデザイン商品｣として選定し、これを顕彰すること

により、圏内の産業界や住民等のデザインに対する理解と関心を深め、デザイ

ン関連企業の育成、商品の販売促進に取り組み、圏内産業の振興を図った。 

令和７年度は、隔年実施の選定年度で、第１９回ひろしまグッドデザイン賞

の選定等を実施した。 

       ・応募点数 １１５点（９２社） 

       ・賞及び選定数 

        

        

       ・表彰式、展示販売会等 
区 分 会 場 等 期   間 

表彰式 広島市役所市長公室 １０月２８日 

展示販売会 広島駅ビル ミナモア・ｅｋｉｅ １１月１日～１１月３日 

展示会 

東京ビッグサイト西展示棟 

（第１０１回東京インターナショナル・

ギフト・ショー春２０２６への出展） 

２月４日～２月６日 

相談会 広島市工業技術センター ３月１６日 

 

ｃ デザイナーマッチングサイトの運営（広島広域都市圏） 

中小企業等が自社にふさわしいデザイン企業を探すことができるよう、広島

広域都市圏内のデザイナーに関する情報を発信するとともに、中小企業等への

指導・相談、コーディネートを行うことにより、中小企業等によるデザイン活

用を支援した。 

・登録デザイン企業       ９７社 

・デザイン企業の掲載内容更新   ５社 

グランプリ 準グランプリ 特別賞 優秀賞 奨励賞 

１点 ２点 １点 ５点 ２６点 



- 13 - 

 

・指導相談           ４６件 

・コーディネート        １１件 

 

(ｳ) 広島市児童生徒発明くふう展                 ５５０千円 

児童生徒の創意工夫を啓発し、発明意欲の向上を図るとともに、企業の知的財

産に対する関心を高め、技術・製品開発を促すことにより、産業教育及び産業の

振興に寄与することを目的として、児童生徒が自由な発想で作製した科学的、独

創的でアイデアに富んだ作品を募集し表彰した。 

・応募点数 

   小学校の部   ５校１クラブ  ４９点 

   中学校の部   ６校１クラブ  ４１点 

   高等学校の部  １校      ６１点 

・賞及び選定数 

区分 特賞 モビコン賞 優秀賞 学校賞 計 

小学校 ６点 ６点 ７点 １点 ２０点 

中学校 ８点  ６点  ４点  １点  １９点  
高等学校 ２点 ０点 ４点 １点 ７点 

計 １６点 １２点 １５点 ３点 ４６点 

・展示会等 

区分 会 場 等 期 間 

展示会 
5-Daysこども文化科学館 

（広島市こども文化科学館） 
１０月１７日～１０月１９日 

表彰式 
5-Daysこども文化科学館 

（広島市こども文化科学館） 
１０月１９日 

 

(ｴ) その他  

   工業技術センターが実施する事業及び他機関が募集する各種研究開発補助制度

等の情報提供を行った。また、中小企業の技術支援に資する事業として、中小企

業団体や支援機関と講習会の共催を行った。 

・情報提供（メールマガジン） ３７回 

 

（２）  収益事業等 

 

①  研修室等の管理運営                     ９，６７８千円 

中小企業の研修や会議等の活動の場として、研修室、会議室（各１室）の貸出を行

った。 

・利用日数   研修室 ４１日、会議室 ５日 

 

②  広島ミクシス・ビルの管理                 ３５，８４５千円 

広島市、協同組合広島インテリジェントセンター及び株式会社データホライゾンか

ら委託を受けて、広島ミクシス・ビルの共用部分等の管理を行った。 
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２ 無償使用貸借資産 

事業を実施するに当たって、広島市から無償使用貸借している資産は次のとおりであ

る。 

 

（１） 建物等                              （令和８年３月３１日現在） 

名     称 現  在  地 区 分 現 在 高 

広島市産業振興センター 

（広島ミクシス・ビル） 

西区草津新町 

一丁目21番35号 

建物 事務所等 
延床面積 

635.334 ㎡ 

駐車場 
収容可能台数 

19台分 

 

（２）  物品      （令和８年３月３１日現在） 

区  分 現  在  高 

車両 乗 用 車 ４点 

注：この表は、重要物品として取得価格又は評価価格が１００万円以上の物品を掲載した。 

 

３ 事業報告の附属明細書 

記載すべき事項はありません。 

 

 



【令和７年度事業報告書資料】公益目的事業の実施状況

公益財団法人広島市産業振興センター

１　企業の経営基盤強化、創業等の支援に関する事業（公益目的事業１）
事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

1-(1)　コーディネータによる支援
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、技術、経営、情
報、販路開拓の各分野において経営課題を抱える中
小企業を支援することとして、ホームページやパン
フレット等で広報している。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。
3　について
　技術、経営、情報、販路開拓の各分野における相
談内容に応じて、コーディネータが助言を行ってい
る。

コーディネー
タによる支援

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
経営、技術及び情報分野の専門的な知識
と経験を有するコーディネータが、中小
企業者の経営や技術上の課題解決に向け
て継続的に支援し、経営計画・事業計
画、ビジネスプランに関する支援（５７
社）、商品・技術開発支援（５６社）、
販路開拓支援（５３社）、等を行った。

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

1-(2)　窓口相談
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、経営課題を抱え
る中小企業を支援することとして、ホームページや
パンフレット等で広報している。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
　中小企業診断士、税理士、社会保険労務士等の専
門家が、相談内容に応じた助言を行っている。

窓口相談事業

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
専門家等による相談窓口（広島県西部地
域を含む。）を設置し、原材料価格の高
騰等により、収益減少などの影響を受け
ている中小企業者等の資金繰り、働き方
改革、インバウンド対応等の経営課題や
事業承継、知的財産、法律問題などの相
談に応じた。

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

1-(3)　特別金融相談
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、当面の資金繰り
の対応策等の必要な中小企業を支援することとし
て、ホームページやパンフレット等で広報してい
る。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
税理士等の専門家が、相談内容に応じた助言を行っ
ている。

窓口相談事業

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
専門家等による相談窓口（広島県西部地
域を含む。）を設置し、資金繰りの相談
に応じた。
※窓口相談事業として実施

(18) 上
記の事業
区分に該
当しない
場合

1.事業目的（趣旨：不特定多数でない者
の利益の増進への寄与を主たる目的に掲
げていないかを確認する趣旨。）
2.事業の合目的性（趣旨：事業の内容や
手段が事業目的を実現するのに適切なも
のになっているかを確認する趣旨。）
ア　受益の機会の公開（例 受益の機会
が、一般に開かれているか）
イ　事業の質を確保するための方策（例
専門家が適切に関与しているか）
ウ　審査・選考の公正性の確保（例 当
該事業が審査・選考を伴う場合、審査・
選考が公正に行われることとなっている
か）
エ　その他（例 公益目的として設定し
た事業目的と異なり、業界団体の販売促
進、共同宣伝になっていないか）
（注）2.（事業の合目的性）ア～エは例
示であり、事業の特性に応じてそれぞれ
事実認定上の軽重には差がある。

1-(4)融資制度等受付相談業務
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、資金繰りに支障
をきたしている中小企業の経営支援のための広島市
のセーフティネット保証制度などの市の融資制度の
申請受付を主体に行うとともに、資金繰りの相談な
どに対して、融資制度の説明、特別金融相談などの
支援事業を紹介している。
2　について
　ア　について
　　　ホームページやパンフレットへの掲載等を通
じ広報しており、広く中小企業が利用できる。
　イ　について
　　　　融資制度等について職員研修を行ったうえ
で、申請受付や相談対応を行っている。
　ウ　について
　　　　該当なし
　エ　について
　　　　該当なし

制度融資等相
談受付事業

支援事業の利用申し込み方法等をホーム
ページ、チラシ等で広報した。
融資制度に精通した職員が各種融資制
度、セーフティーネット保証の相談に対
応した。

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

1-(5)経営支援アドバイザー派遣
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、経営課題を抱え
る中小企業を支援することとして、ホームページや
パンフレット等で広報している。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
　中小企業診断士、税理士、社会保険労務士等の専
門家が、相談内容に応じた助言を行っている。

経営支援アド
バイザー派遣

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
原材料価格の高騰等により収益減少など
の影響を受けている中小企業者に対し
て、専門家を派遣し、生産性向上、販路
開拓、人材育成、ＩＣＴ化、働き方改革
等に関する助言を行った。



事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

1-(6)　景気対応経営支援アドバイザー派遣
1　について
　　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性
化に寄与することを目的としており、厳しい経営局
面において、前向きな取り組みを行う中小企業を支
援することとして、ホームページやパンフレット等
で広報している。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
　中小企業診断士、税理士、社会保険労務士等の専
門家が、相談内容に応じた助言を行っている。

景気対応経営
支援アドバイ
ザー派遣

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
セーフティネット保証制度の認定を受け
た中小企業者、突発的な自然災害等によ
り売上減少等の影響を受けている中小企
業者等に、専門家を派遣する制度である
が、今年度は申請がなかった。

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

1-(７)　里山･離島活性化支援アドバイザー派遣
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、地域資源を活か
した新商品の開発等に取り組む中山間地域及び離島
振興対策実施地域の中小企業を支援することとし
て、ホームページやパンフレット等で広報してい
る。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
　中小企業診断士等の専門家が、相談内容に応じた
助言を行っている。

里山・離島活
性化支援アド
バイザー派遣

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
中山間地域の中小企業者に対して、専門
家を派遣し、プレスリリースの手法、
リーダーの育成や社員教育等に関する助
言を行った。

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

1-(8)障害者経営支援アドバイザー派遣
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、障害をもった経
営者や創業予定者が抱える課題の解決を支援するこ
ととして、ホームページやパンフレット等で広報し
ている。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
　中小企業診断士、税理士等の専門家が、相談内容
に応じた助言を行っている。

障害者経営支
援アドバイ
ザー派遣

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
障害のある事業主に対して専門家を派遣
し、税務、ビジネスモデルの構築等に関
する助言を行った。

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

1-(9)中小企業等人材育成事業
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、中小企業の経営
者などを対象に人材育成を支援することとして、
ホームページ等で広報している。
2　について
　ホームページや広報誌への掲載、記者クラブや業
界団体への募集チラシの送付を通じ、広く募集して
いる。
3　について
　経営コンサルタント、大学教授等の専門家と相談
しセミナー、研修会の内容を決めている。また、専
門家を講師としている。
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・専門家（経営コンサルタント等）
１５，２７８円
（ただし、県外専門家のうち特に著名な講師等　に
ついては、上限５０，０００円）
・大学職員　　教授　　　 ９，２００円以内
　　　　　　　准教授　　　８，２００円以内
　　　　　　　講師、助教　 ７，２００円以内
・官公署職員　　４，１００円以内
・その他　　　　　６，２００円以内

中小企業等人
材育成事業

募集案内をホームページ、チラシ、メー
ルマガジン、記者クラブへの情報提供等
により広報した。
講師への報酬は、基準内の適正な金額を
支払った
経営コンサルタント等の専門家を講師に
選定し、中小企業経営者等を対象に、経
営体質の強化、企業の成長を支える人材
の育成を目的に、経営戦略、販売促進等
に関するセミナーを開催した。



事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(13) 助
成（応募
型）

1.当該助成が不特定多数の者の利益の増
進に寄与することを主たる目的として位
置付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.応募の機会が、一般に開かれている
か。
3.助成の選考が公正に行われることに
なっているか。（例：個別選考に当たっ
て直接の利害関係者の排除）
4.専門家など選考に適切な者が関与して
いるか。
5.助成した対象者、内容等を公表してい
るか。（個人名又は団体名の公表に支障
がある場合、個人名又は団体名の公表は
除く。）
6.（研究や事業の成果があるような助成
の場合、）助成対象者から、成果につい
ての報告を得ているか。

2-(1)技術開発等助成事業
ア　研究開発
イ　早期事業化
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、新技術や新製品
の実用化や商品化を目指す中小企業を支援すること
として、ホームページ等で広報している。
2　について
　ホームページや広報誌への掲載、記者クラブや業
界団体への募集資料の送付を通じ、広く募集してい
る。
3　について
　恣意的な選考を防止するために選考基準を作成
し、選考に当たっては申請書類の作成に直接関わる
などの関係者は採択から排除している。
4　について
　選考委員は、中小企業診断士、経営分野の大学教
授、研究機関(産業技術総合研究所)ＯＢ等の有識者
(６名前後)を選任している。
5　について
　助成先、助成内容等は、ホームページへの掲載、
記者クラブへの資料送付を通じ公表している。
6　について
　実績報告を徴した上、完了検査を実施している。

ア　研究開発
平成23年度で
終了

イ　早期事業
化
新規ビジネス
事業化支援事
業

要綱を定めるとともに、募集案内をホー
ムページ、チラシ、記者クラブへの情報
提供等で広報した。
中小企業診断士等の専門家を選考委員に
選任にした。
要綱により選考基準を定めるとともに、
選考委員が申請書類の作成に直接関与し
ている場合は、当該選考に関与していな
い。
助成先企業名等はホームページ、広島市
のプレスリリース等で公表した。
実績報告を徴した上で完了検査を実施し
た。
これまで対象としていた新成長分野（エ
コ、観光、医療・福祉、都市型サービ
ス）の制限を撤廃し、中小企業者等が行
う新たな産業の創出・育成に向けた新技
術・新製品の早期事業化を支援した。

(13) 助
成（応募
型）

1.当該助成が不特定多数の者の利益の増
進に寄与することを主たる目的として位
置付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.応募の機会が、一般に開かれている
か。
3.助成の選考が公正に行われることに
なっているか。（例：個別選考に当たっ
て直接の利害関係者の排除）
4.専門家など選考に適切な者が関与して
いるか。
5.助成した対象者、内容等を公表してい
るか。（個人名又は団体名の公表に支障
がある場合、個人名又は団体名の公表は
除く。）
6.（研究や事業の成果があるような助成
の場合、）助成対象者から、成果につい
ての報告を得ているか。

2-(2) 見本市等出展助成事業
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、研究開発により
実用化や商品化したものを見本市等に出展する中小
企業を支援することとして、ホームぺージ等で広報
している。
2　について
　ホームページや広報誌への掲載、記者クラブや業
界団体への募集資料の送付を通じ、広く募集してい
る。
3　について
　恣意的な選考を防止するために選考基準を作成
し、選考に選考に当たっては申請書類の作成に直接
関わるなどの関係者は採択から排除している。
4　について
　選考委員は５名で、研究機関の研究者(１名)、
マーケティング分野の大学教授(１名)、経営コンサ
ルタント(３名)を選任している。
5　について
　助成先、助成内容等は、ホームページへの掲載、
記者クラブへの資料送付を通じ公表している。
6　について
　実績報告を徴した上、完了検査を実施している。

見本市等出展
助成事業

要綱を定めるとともに、募集案内を財団
ホームページ、チラシ、記者クラブへの
情報提供等で広報した。
要綱により選考基準を定めた上で、応募
者のプレゼンテーション等の負担軽減の
ため選考委員による審査会を省略し、書
類審査による審査を実施した。
助成先企業名等はホームページ、広島市
のプレスリリース等で公表した。
実績報告を徴した上で完了検査を実施し
た。
中小企業者等が研究開発により実用化又
は商品化したものについて、見本市等へ
の出展に要する経費の一部に対して助成
金を交付した。

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

3-(1)商店街等活性化支援アドバイザー派遣
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、共同事業に取り
組む中小企業団体を支援することとして、ホーム
ページやパンフレット等で広報している。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
　中小企業診断士、店舗演出等の専門家が、相談内
容に応じた助言を行っている。

中小企業団体
等支援アドバ
イザー派遣

要綱等を定めるとともに、支援事業の利
用申し込み方法等を当財団ホームペー
ジ、チラシ等で広報した。
事業協同組合や商店街などの中小企業団
体等が実施する研究会に対して、専門家
を派遣し、税制面における助言、まちづ
くり等に関する助言を行った。



事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(14) 表
彰、コン
クール

1.当該表彰、コンクールが不特定多数の
者の利益の増進に寄与することを主たる
目的として位置付け、適当な方法で明ら
かにしているか。
2.選考が公正に行われることになってい
るか。（例：個別選考に当たっての直接
の利害関係者の排除）
3.選考に当たって専門家が適切に関与し
ているか。
4.表彰、コンクールの受賞者・作品、受
賞理由を公表しているか。
5.表彰者や候補者に対して当該表彰に係
る金銭的な負担（応募者から一律に徴収
する審査料は除く。）を求めてないか。

3-(2)「いい店ひろしま」事業
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、店舗演出など基
本的な商業機能が優秀な小売店舗を顕彰することに
より、小売店舗の改善意欲の喚起及び商業機能のレ
ベルアップを図ることとして、ホームページ等で広
報している。
2　について
　市民から審査員を公募し、応募した市民による１
次審査を行い、その後、中小企業支援機関の職員等
による２次審査、店舗演出等の専門家による3次審
査を行っている。
3　について
　３次審査（最終審査）において、店舗演出、店舗
設計、ユニバーサルデザイン等の専門家による３次
審査（最終審査）を行っている。
4　について
　顕彰した小売店舗及び内容は、ホームページや広
報誌への掲載、記者クラブへの資料の送付、表彰式
の開催、印刷物の配付による方法で公表している。
5　について
　顕彰した対象者や候補者に当該表彰に係る金銭的
な負担は一切求めていない。

いい店ひろし
ま事業

長引くコロナ禍の影響により、店舗演出
や接客などの商業機能の社会的な評価が
変化していることから顕彰事業を休止
し、他の事業への統合を含めて事業の見
直しの検討を行った。
これまでに顕彰した店舗魅力度の維持・
向上を図るため、公式インスタグラムに
おいて顕彰店舗の商品やイベント等をＰ
Ｒする紹介投稿を９店舗１５件行い、約
３万５千人の閲覧があった。

(13) 助
成（応募
型）

1.当該助成が不特定多数の者の利益の増
進に寄与することを主たる目的として位
置付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.応募の機会が、一般に開かれている
か。
3.助成の選考が公正に行われることに
なっているか。（例：個別選考に当たっ
て直接の利害関係者の排除）
4.専門家など選考に適切な者が関与して
いるか。
5.助成した対象者、内容等を公表してい
るか。（個人名又は団体名の公表に支障
がある場合、個人名又は団体名の公表は
除く。）
6.（研究や事業の成果があるような助成
の場合、）助成対象者から、成果につい
ての報告を得ているか。

4-(1)創業チャレンジ・ベンチャー支援事業
1　について
　創業等に対する支援を通じて地域経済の活性化に
寄与することを目的としており、資金、経営の両面
から総合的に支援することとして、ホームページ等
で広報している。
2　について
　ホームページや広報誌への掲載、記者クラブへの
募集資料の送付を通じ、広く募集している。
3　について
　選考に当たっては申請書類の作成に直接関わるな
どの関係者は採択から排除している。
4　について
　選考委員は、マーケティング分野の大学教授、経
営コンサルタント、女性経営者等を選任している。
5　について
　助成内容等は、ホームページへの掲載、記者クラ
ブへの資料送付を通じ公表している。
6　について
　開業に要した経費資料、開業届等の資料を提出さ
せるとともに、開業実態の現地確認や開業後におけ
る実態調査を実施している。

創業チャレン
ジ・ベン
チャー支援事
業

要綱を定めるとともに、募集案内を財団
ホームページ、チラシ、記者クラブへの
情報提供等で広報した。
中小企業診断士等の専門家を選考委員に
選任にした。
内部要綱により選考基準を定め、選考委
員が申請書類の作成に直接関与している
場合は、当該選考に関与していない。
選定した創業予定者名等はホームペー
ジ、広島市のプレスリリース等で公表し
た。
開業届等の資料を提出させるとともに、
開業実態の現地確認や開業後における実
態調査を実施した。
有望な事業モデルを有する創業予定者
（創業３年未満の中小企業者を含む。）
を募集選定し、事業計画策定から事業運
営までを、専門家派遣、融資等により総
合的に支援した。

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

4-(2）創業者向けのセミナー・研修会
1　について
　創業予定者や創業後間もない経営者に対する支援
を通じて地域経済の活性化に寄与することを目的と
しており、創業や経営に関する専門的知識（実践的
なもの）を提供することとして、ホームページ等で
広報している。
2　について
　ホームページや広報誌への掲載、記者クラブへの
募集チラシの送付を通じ、広く募集している。
3　について
　経営コンサルタント、税理士等の専門家と相談し
セミナー、研修会の内容を決めている。また、専門
家を講師としている。
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・専門家（経営コンサルタント等）
１５，２７８円
（ただし、県外専門家のうち特に著名な講師等　に
ついては、上限５０，０００円）
・大学職員　　教授　　　 ９，２００円以内
　　　　　　　准教授　　８，２００円以内
　　　　　　　講師、助教　 ７，２００円以内
・官公署職員　　４，１００円以内
・その他　　　　　６，２００円以内

創業者向け研
修会等

募集案内をホームページ、チラシ、メー
ルマガジン、記者クラブへの情報提供等
により広報した。
講師への報酬は、基準内の適正な金額を
支払った。
経営コンサルタント等の専門家を講師に
選定し、創業予定者及び創業して間もな
い中小企業を対象に、創業に必要な知
識・手法の習得や創業者が抱えている課
題解決のための研修会等を開催した。



事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

4-(3)起業支援アドバイザー派遣
1　について
　創業予定者や創業後１年以内の経営者に対する支
援を通じて地域経済の活性化に寄与することを目的
としており、円滑な創業や経営を支援することとし
て、ホームページやパンフレット等で広報してい
る。
2　について
　ホームページやパンフレットへの掲載等を通じ広
報している。また、幅広い相談内容に対応できるよ
う、様々な分野の専門家を多数登録し、利用機会の
提供に努めている。
3　について
　中小企業診断士、税理士、社会保険労務士等の専
門家が、相談内容に応じた助言を行っている。

創業支援アド
バイザー派遣
創業支援コー
ディネータに
よる支援

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等ををホームページ、チラ
シ等で広報した。
創業予定者及び創業３年未満の中小企業
者に対して、専門家を派遣し、創業時の
留意点、市場動向、事業計画、資金計画
等に関する助言を行った。

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

5　活力ある卸売業の振興(流通革新研究会の開催)
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、中小卸売業の経
営者を対象に卸売業の活性化を支援することとし
て、ホームページ等で広報している。
2　について
　ホームページや広報誌への掲載、卸売団体への募
集チラシの送付を通じ、広く募集している。
3　について
　経営コンサルタント、大学教授等の専門家と相談
し研究会の内容を決めている。また、専門家を講師
としている。
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・専門家（経営コンサルタント等）
１５，２７８円
（ただし、県外専門家のうち特に著名な講師等　に
ついては、上限５０，０００円）
・大学職員　　教授　　 ９，２００円以内
　　　　　　　准教授　　８，２００円以内
　　　　　　　講師、助教　 ７，２００円以内
・官公署職員　　４，１００円以内
・その他　　　　　６，２００円以内

流通革新研究
会の開催

広島市、広島商工会議所及び当財団と共
同で実行委員会を設置、（協）広島総合
卸センターと連携し、募集案内をホーム
ページ、チラシ、メールマガジン、記者
クラブへの情報提供等により広報した。
講師への報酬は、基準内の適正な金額を
支払った。
大学教授、経営者等の専門家を講師に選
定し、従業員の活力を生み出し能力を発
揮させる組織マネジメントについて研究
会を開催した。

(18) 上
記の事業
区分に該
当しない
場合

1.事業目的（趣旨：不特定多数でない者
の利益の増進への寄与を主たる目的に掲
げていないかを確認する趣旨。）
2.事業の合目的性（趣旨：事業の内容や
手段が事業目的を実現するのに適切なも
のになっているかを確認する趣旨。）
ア　受益の機会の公開（例 受益の機会
が、一般に開かれているか）
イ　事業の質を確保するための方策（例
専門家が適切に関与しているか）
ウ　審査・選考の公正性の確保（例 当
該事業が審査・選考を伴う場合、審査・
選考が公正に行われることとなっている
か）
エ　その他（例 公益目的として設定し
た事業目的と異なり、業界団体の販売促
進、共同宣伝になっていないか）
（注）2.（事業の合目的性）ア～エは例
示であり、事業の特性に応じてそれぞれ
事実認定上の軽重には差がある。

6-(1)ホームページの運用や、広報誌、メールマガ
ジンの発行
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、当事業は事業案
内、セミナー等イベント予定等、経営に役立つ情報
を、ホームページ、広報誌、メールマガジンを通じ
て中小企業に提供するためのものである。
2　について
ア　について
　ホームページにより一般公開するとともに、広報
誌を市の窓口等に置き、セミナー等受講者へのメー
ルマガジン配信等を通じ、情報を提供している。
イ　について
　中小企業支援に精通した職員、中小企業診断士、
大学教授等の専門家等の執筆により記事を作成して
いる。
ウ、エについて
　該当なし

情報提供

支援事業、コラム、セミナー受講者募集
等の経営に役立つ情報をメールマガジン
で配信するとともに配信内容をホーム
ページに公開した。
コラムは経営コンサルタント、経営者等
に執筆を依頼して記事を作成した。
中小企業に必要な経営や技術に関する情
報、研修会等の開催案内、各種支援施策
情報、支援企業の紹介などを掲載した
メールマガジン「広島市産業振興セン
ターＮＥＷＳ」を発行した。
Ｘ（旧Twitter）等により随時、情報を
発信した。

(6) 調
査、資料
収集

1.当該調査、資料収集が不特定多数の者
の利益の増進に寄与することを主たる目
的として位置付け、適当な方法で明らか
にしているか。
2.当該調査、資料収集の名称や結果を公
表していなかったり、内容についての外
部からの問合せに答えないということは
ないか。
（注）ただし、受託の場合、個人情報保
護、機密性その他の委託元のやむを得な
い理由で公表できない場合があり、この
場合は、当該理由の合理性について個別
にその妥当性を判断する。
3.当該調査、資料収集に専門家が適切に
関与しているか。
4.当該法人が外部に委託する場合、その
すべてを他者に行わせること（いわゆる
丸投げ）はないか。

6 -(2)企業情報の発信
1　について
　中小企業に対する支援を通じて地域経済の活性化
に寄与することを目的としており、広島市内の製造
業等の企業が有する技術等の情報を発信し、ビジネ
ス機会の拡大を支援することとして、ホームページ
上で公開している。
2　について
　企業の保有技術等をホームページで、不特定多数
の企業が入手できるようにしている。
3　について
　中小企業支援に精通した職員が企業情報の内容を
確認している。
4　について
　ホームページの修正作業は専門業者に委託してい
るが、企業情報の内容確認等は当該法人の職員が行
う。

産業情報シス
テムの運用

掲載申込方法をホームページ、チラシ等
で広報し掲載希望企業を募集した。
掲載希望企業が作成した原稿は、中小企
業支援に精通した職員が企業情報の内容
を確認し、ホームページの修正作業は専
門業者に委託して実施した。
広島の企業の保有技術やノウハウ等を収
集・登録・データベース化し、インター
ネットを通じて情報発信することによ
り、企業のビジネス機会の拡大を支援し
た。



【令和７年度事業報告書資料】公益目的事業の実施状況

公益財団法人広島市産業振興センター

2 企業の技術向上に係る支援事業（公益目的事業２）
事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

１-(1)　新技術の共同研究（研究会の開催）
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、重要な技術
的課題の解決や既存技術の応用研究を企業や大学と
共同で研究会形式により実施することとして、ホー
ムページや募集案内等で広報している。
2　について
　ホームページや募集案内等を通じて研究会参加者
を広く募集している。
3　について
　材料技術、製品設計手法、解析技術等を専門とす
る大学教授等の研究開発者を講師やアドバイザーと
して講義及び指導を行っている。
　また、各研究会において、参加者が各社の課題に
基づいた研究テーマを設定し、アドバイザーが個別
指導を行うことにより技術水準の向上を図ってい
る。（参加者ごとに技術課題は異なるため定量的な
評価はない。）
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・大学職員　教授　９，２００円以内
　　　　　　准教授　８，２００円以内
　　　　　　講師、助教　７，２００円以内
・官公署職員　４，１００円以内
・その他　６，２００円以内

技術研究会

募集案内をホームページ、チラシ、メー
ルマガジン等により広報した。
講師への報酬は、基準内の適正な金額を
支払った。
大学教授等の専門家をアドバイザーに選
定し、企業や大学等で構成する研究会を
設け、技術的課題の解決や既存技術の応
用研究に向けた取組等を通じ、会員企業
等の製品開発、技術開発などを支援した

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

１-(2)　技術者の研修（講習会の開催）
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、最新の技術
情報を提供する講習会等を開催することとして、
ホームページや募集案内等で広報している。
2　について
　ホームページや事業案内等を通じ広く募集してい
る。
3　について
　材料技術、加工技術、情報関連技術等を専門とす
る大学教授等の研究開発者による講義及び指導を
行っている。（専門的知識の普及を行うためのも
の）
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・大学職員　教授　９，２００円以内
　　　　　　准教授　８，２００円以内
　　　　　　講師、助教　７，２００円以内
・官公署職員　４，１００円以内
・その他　６，２００円以内

技術者の研修

募集案内をホームページ、チラシ、メー
ルマガジン等により広報した。
講師への報酬は、基準内の適正な金額を
支払った。特に著名な講師に対しては、
当該講師の他団体からの謝礼金の相場額
などを基に適正な金額を支払った。
大学教授等の専門家を講師に選定し、材
料・加工技術、システム技術及びデザイ
ンに関する基礎的知識及び専門的知識を
体系的に習得できる研修会と最新の情報
を提供する講習会・セミナーを開催し
た。

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

１-(3)　技術指導推進
１　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性に寄与することを目的としており、各種試験・評
価及び技術指導を行い、企業が直面している技術的
課題の解決を支援することとして、ホームページや
チラシ等で広報している。
２　について
　ホームページやチラシ等で広くPRし利用機会の提
供に努めている。
３　について
　化学、電気、機械技術等の専門知識・技術を有す
る技術職員が指導を行うとともに、職員だけでは対
応できない専門的な課題については、外部専門家を
アドバイザーとして派遣して指導を行っている。
　アドバイザーの登録要件として中小企業診断士、
技術士等の資格を有することを定め、ホームページ
で公開している。

技術指導推進

要綱等を定めるとともに支援事業の利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
中小企業の生産性、技術力及びデザイン
開発力の向上を図るため、企業技術者の
来所等による技術指導・相談を随時実施
し、製品不良対策、品質管理等の企業が
直面している技術的課題の解決、新製
品・新技術の開発やデザインを活用した
商品づくりを支援した。
中小企業の技術力の向上と新製品の開発
を促進するため、製品及び部品の物理
的・化学的諸特性などについて、各種試
験・評価及び技術指導を行うとともに、
欠陥原因の究明など企業が直面している
技術的課題の解決を支援した。
商品開発、塗装技術、省エネルギー対策
などに関して専門家を企業に派遣し、具
体的な技術的課題に対して指導を実施す
ることにより、その解決を支援した。



事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(11) 施
設の貸与

1.当該施設の貸与が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.公益目的での貸与は、公益目的以外の
貸与より優先して先行予約を受け付ける
などの優遇をしているか。

１-(4)　工業技術センターの運営
１　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、中小企業単
独では保有できない試験・研究に必要な試験設備等
を貸し付けることとして、ホームページやチラシ等
で広報している。
２　について
　中小企業の試験研究目的以外への貸付は行ってい
ない。(公益目的以外の貸付はない。)

工業技術セン
ターの運営

広島市工業技術センター条例のほか要領
等を定めるとともに利用申し込み方法等
をホームページ、チラシ等で広報した。
新製品開発に必要とする試験研究設備を
中小企業の利用に供した。
［主な設備利用機器］
(a) 分析・物理測定機器  　10機
(b) 加工機器　　　　　　　18機
(c) 材料・組織試験機器  　20機
(d) 精密測定機器　　　　　 4機
(e) 電気測定機器　　　   　6機
(f) ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ機器   3機
(g) 環境・耐久性試験機器　 7機

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

2-(1)産学官共同研究等の工業技術相談
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、中小企業を
対象に産学官共同研究等に関する情報提供等を行う
こととしてホームページやチラシ等で広報してい
る。
2　について
　ホームページやチラシ等で広くPRし利用機会の提
供に努めている。
3　について
　当面の相談は、化学、電気、機械などの技術職員
が助言し、職員だけでは対応できない相談等につい
ては、大学、産業界と連携を図りながら対応してい
る。また、専門性の高い相談については、企業に大
学教授や技術コンサルタントを派遣しており、この
アドバイザーは審査を経て登録し、ホームページで
公開している。

平成29年度で
事業終了

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

2-(2)環境・エネルギ関連分野の支援
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、再生可能エ
ネルギーやリサイクル技術などの環境関連技術の開
発や動向などについてセミナー、講習会を開催等す
ることとして、ホームページや募集案内等で広報し
ている。
2　について
　ホームページや事業案内等を通じ広く募集してい
る。
3　について
　環境関連産業の最新動向、リサイクル技術等に精
通した大学教授等による講義及び指導を行ってい
る。
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・大学職員　教授　９，２００円以内
　　　　　　准教授　８，２００円以内
　　　　　　講師、助教　７，２００円以内
・官公署職員　４，１００円以内
・その他　６，２００円以内

環境関連分野
の支援

募集案内をホームページ、チラシ、メー
ルマガジン等により広報した。
講師への報酬は、基準内の適正な金額を
支払った。
大学准教授等の専門家を講師に選定し、
環境経営の先進企業の取組み状況等に関
する情報提供をする講習会を開催した。

(18) 上
記の事業
区分に該
当しない
場合

1.事業目的（趣旨：不特定多数でない者
の利益の増進への寄与を主たる目的に掲
げていないかを確認する趣旨。）
2.事業の合目的性（趣旨：事業の内容や
手段が事業目的を実現するのに適切なも
のになっているかを確認する趣旨。）
ア　受益の機会の公開（例 受益の機会
が、一般に開かれているか）
イ　事業の質を確保するための方策（例
専門家が適切に関与しているか）
ウ　審査・選考の公正性の確保（例 当
該事業が審査・選考を伴う場合、審査・
選考が公正に行われることとなっている
か）
エ　その他（例 公益目的として設定し
た事業目的と異なり、業界団体の販売促
進、共同宣伝になっていないか）
（注）2.（事業の合目的性）ア～エは例
示であり、事業の特性に応じてそれぞれ
事実認定上の軽重には差がある。

2-(3) 福祉関連分野の支援
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、福祉関連分
野で事業創出を図るため製品開発等の支援を行うこ
ととして、その成果等をホームページ等で広報して
いる。
2　について
　ア　福祉関連製品の開発において異業種企業等で
構成される研究会方式は有効な手段であり、研究会
規約において研究会への参加は開かれていることを
明らかにするとともに事業の実施予定、成果をホー
ムページ等で一般に公表している。
　また、特別支援学校で児童生徒が使用する自助具
の改良についてのアドバイスを行うことにより成果
を社会に還元している。
　イ　身体障害者更生援護施設や福祉用具に精通し
た大学教授にアドバイザーとして関与してもらって
おり質の確保は保たれている。
　ウ　該当なし
　エ　該当なし

平成29年度で
事業終了



事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

2-(4)デザイン関連分野の支援
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、商品開発の
強化と企業のデザイン技術の向上を図るため、デザ
インに関する研究会を開催することとして、ホーム
ページや募集案内で広報している。
2　について
　ホームページや事業案内等を通じ広く募集してい
る。
3　について
　第一線で活躍するデザイナーによる講義及び指導
を行っている。（専門的知識の普及を行うためのも
の）
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・大学職員　教授　９，２００円以内
　　　　　　准教授　８，２００円以内
　　　　　　講師、助教　７，２００円以内
・官公署職員　４，１００円以内
・その他　６，２００円以内

デザイン関連
分野の支援
（ひろしまデ
ザインネット
ワーク）

募集案内をホームページ、チラシ、メー
ルマガジン等により広報した。
特に著名な講師に対しては、当該講師の
他団体からの謝礼金の相場額などを基に
適正な金額を支払った。
著名なデザイナーを講師に選定し、デザ
インの開発事例及び最新動向等の情報提
供をする講習会を開催した。

(14) 表
彰、コン
クール

1.当該表彰、コンクールが不特定多数の
者の利益の増進に寄与することを主たる
目的として位置付け、適当な方法で明ら
かにしているか。
2.選考が公正に行われることになってい
るか。（例：個別選考に当たっての直接
の利害関係者の排除）
3.選考に当たって専門家が適切に関与し
ているか。
4.表彰、コンクールの受賞者・作品、受
賞理由を公表しているか。
5.表彰者や候補者に対して当該表彰に係
る金銭的な負担（応募者から一律に徴収
する審査料は除く。）を求めてないか。

2-(5)ひろしまグッドデザイン賞
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、地元で生ま
れた優れたデザインの商品等を選定することによ
り、デザインに対する理解を深めていただくととも
に、デザインにつながる産業の振興を図るものとし
て、ホームページや応募要領の配布により広報して
いる。
2　について
　選定委員会の審査員から直接の利害関係者を排除
している。
3　について
　デザイン専門家や学識経験者等６名で構成する選
定委員会において、専門的視点から受賞者を選考し
ている。
4　について
　表彰式を開催し、一般市民に広く受賞作品、授賞
理由等を周知するとともに、パンフレットの配布、
ホームページへの掲載等により公表している。
5　について
　特に金銭的な負担を求めることはない。

ひろしまグッ
ドデザイン賞
（隔年）

選定要綱等を定めるとともに、募集案内
をホームページ、チラシ等で広報した。
大学教授等の学識経験者等を選定委員に
選任にした。
要領により選考基準を定めるとともに、
選定委員が応募商品の開発に直接関与す
るなど利害関係がある場合は、当該審査
に関与していない。
受賞商品。選定理由等はホームページ、
広島市のプレスリリース等で公表すると
ともに、一般市民等を対象に受賞商品の
展示販売会を開催した。
令和７年度は、隔年実施の選定年度で、
第１９回ひろしまグッドデザイン賞の選
定等を実施した。
・応募点数　１１５点（９２社）
・選定数　３５点

(9) 展示
会、○○
ショー

1.当該展示会が不特定多数の者の利益の
増進に寄与することを主たる目的として
位置付け、適当な方法で明らかにしてい
るか。
2.公益目的として設定されたテーマを実
現するプログラムになっているか。
（例：テーマに沿ったシンポジウムやセ
ミナーを開催／出展者にはテーマに沿っ
た展示を厳守させている／テーマで謳っ
ている公益目的と異なり、業界団体の販
売促進や共同宣伝になっていないか
（注）／入場者を特定の利害関係者に
限っていないか）
（注）公益目的と異なるプログラムに
なっていないかを確認する趣旨であり、
公益目的と異なっていない限り、製品等
の紹介も認め得る。
3.（出展者を選定する場合、）出展者の
資格要件を公表するなど、公正に選定し
ているか。（例：出展料に不当な差別が
ないか）

2-(6)産業デザイン展
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、企業のデザ
イン力の向上と製品・商品の開発力の強化及び地域
産業の活性化を図ることとして、リーフレット等に
より広報している。
2　について
　当該事業は、事業目的であるデザイン力の向上と
製品・商品の開発力の強化をテーマに、シンポジウ
ム・パネルディスカッション・展示会を実施してお
り、このテーマに則した展示等を行い、入場者も特
定の関係者に限っていない。
3　について
　ひろしまグッドデザイン賞を受賞した全商品を公
表するなど、公正に展示しており、出展にあたって
不当な扱いはない。

平成26年度で
終了

(5) 相
談、助言

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的と
して位置付け、適当な方法で明らかにし
ているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一
般に開かれているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関
与しているか。（例：助言者の資格要件
を定めて公開している）

2‐（7）デザイナーマッチングサイト運営
1　について
　広島広域都市圏内のデザイン企業を紹介したマッ
チングサイトを運営し、サイトを閲覧した企業等へ
の指導・相談、コーディネートを行うことにより、
中小企業等が自社に相応しいデザイン企業を探すこ
とを可能にし、デザイン人材の活躍の場の創出等に
よるデザイン産業の振興とデザイン企業と中小企業
等との融合の促進による圏域全体の企業等の競争力
強化を図ることを目的として、ホームページやチラ
シ等で広報する。
2　について
　ホームページやチラシ等で広くPRし、利用機会の
提供に努める。
3　について
　デザインの専門知識・技術を有する技術職員が指
導を行うとともに、職員だけでは対応できない専門
的な課題については、外部専門家をコーディネー
ターとして派遣して指導を行う。

デザインマッ
チングサイト
の運営

サイト利用規約等を定めるとともに利用
申し込み方法等をホームページ、チラシ
等で広報した。
利用希望があった場合は、デザインの専
門知識・技術を有する技術職員が相談に
応じ、デザイナーごとの得意分野と利用
希望者とのマッチングを行った。
中小企業等への指導・相談、コーディ
ネートを行うことにより、中小企業等に
よるデザイン活用を支援した。



事業区分 区分ごとのチェックポイント チェックポイントに該当する旨の説明 事業名 令和７年度実績

(3) 講
座、セミ
ナー、育
成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講
座等」）が不特定多数の者の利益の増進
に寄与することを主たる目的として位置
付け、適当な方法で明らかにしている
か。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に
開かれているか。
（注）ただし、高度な専門的知識・技能
等を育成するような講座等の場合、質を
確保するため、レベル・性格等に応じた
合理的な参加の要件を定めることは可。
3.当該講座等及び専門的知識・技能等の
確認行為（受講者が一定のレベルに達し
たかについて必要に応じて行う行為）に
当たって、専門家が適切に関与している
か。
（注）専門的知識の普及を行うためのセ
ミナー、シンポジウムの場合には、確認
行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われ
ることになっていないか。

2‐（8）ものづくり基盤技術高度化事業
1　について
　広島地域のものづくり業界と協働して将来の企業
の中核を担う若手社員等の人材育成事業を行い、技
術の高度化に取り組むことにより、地場産業の振興
を図ることを目的としており、講義、実習、工場見
学及び成果発表を開催することとしており、ホーム
ページやチラシ等で広報する。
2　について
ホームページやチラシ等で広くPRし、利用機会の提
供に努める。
3　について
　主要カリキュラムである鉄鋼材料、鋳物、金属熱
処理、表面処理について、これらを専門とする大学
教授等と相談してカリキュラムの内容を決定する。
また、これらを専門とする大学教授等による講義及
び指導を行う。
4　について
　広島市が定めた以下の基準により報酬を算定して
いる。
1時間当たり報酬
・大学職員　教授　９，２００円以内
　　　　　　准教授　８，２００円以内
　　　　　　講師、助教　７，２００円以内
・官公署職員　４，１００円以内
・その他　６，２００円以内

平成30年度で
終了

(14) 表
彰、コン
クール

1.当該表彰、コンクールが不特定多数の
者の利益の増進に寄与することを主たる
目的として位置付け、適当な方法で明ら
かにしているか。
2.選考が公正に行われることになってい
るか。（例：個別選考に当たっての直接
の利害関係者の排除）
3.選考に当たって専門家が適切に関与し
ているか。
4.表彰、コンクールの受賞者・作品、受
賞理由を公表しているか。
5.表彰者や候補者に対して当該表彰に係
る金銭的な負担（応募者から一律に徴収
する審査料は除く。）を求めてないか。

2-(9)広島市児童生徒発明くふう展
1　について
　発明くふうは、人々の生活を豊かにするだけでな
く、発明品の製造者（ものづくり企業）の振興発展に
も寄与する。発明くふうの奨励には、発明くふうに対
する関心を高めることが必要であるが、中でも次代を
担う若い世代の関心を高めることが重要になる。
　本事業は、児童生徒の創意工夫意欲を啓発し、科学
的なものの見方、考え方を育て、産業教育及び産業の
発展に寄与することを目的として実施する。
　具体的には、夏休み期間中に児童生徒が作成した発
明・くふうに関する作品を募集し、優秀な作品に対し
て市長賞、優秀賞及び学校賞を交付する。
　事業実施に当たっては、広島市児童生徒発明くふう
展実施要領を各学校に送付するとともに、本市ホーム
ページに掲載し広報する。
2　について
　審査会の委員から、直接の利害関係者を排除する。
3　について
　地元の製造業者の技術者や、小学校及び中学校の理
科・技術家庭科の先生等で構成する審査会において、
受賞作品を選考する。
4　について
　表彰式を開催し、受賞作品は５Daysこども文化科学
館で開催する展示会で展示・公表する。
　表彰式及び展示会の実施については、本市ホーム
ページに掲載するとともに、マスコミ各社に情報提供
し公表する。
5　について
　特に金銭的な負担を求めることはない。

広島市児童生
徒発明くふう
展

選考要領を定めるとともに、募集案内を
ホームページ、市内小中高等学校、発明
クラブ等への案内、記者クラブへの情報
提供等で広報した。
広島市教育委員会、広島商工会議所、広
島県発明協会、広島市こども文化科学館
等の職員を審査員に選任にした。
要領により審査基準を定めるとともに、
審査委員が応募作品の作成に直接関与す
るなど利害関係がある場合は、当該審査
に関与していない。
受賞作品はホームページで公表するとと
もに、一般市民を対象に展示会を開催し
た。
児童生徒が自由な発想で作製した科学
的、独創的でアイデアに富んだ作品を募
集し表彰した。

(7) 技術
開発、研
究開発

1.当該技術開発、研究開発が不特定多数
の者の利益の増進に寄与することを主た
る目的として位置付け、適当な方法で明
らかにしているか。
2.当該技術開発、研究開発の名称や結果
を公表していなかったり、内容について
の外部からの問合せに答えないというこ
とはないか。
（注）ただし、受託の場合、個人情報保
護、機密性その他の委託元のやむを得な
い理由で公表できない場合があり、この
場合は、当該理由の合理性について個別
にその妥当性を判断する。
3.当該技術開発、研究開発に専門家が適
切に関与しているか。
4.当該法人が外部に委託する場合、その
すべてを他者に行わせること（いわゆる
丸投げ）はないか。

2-(10)戦略的基盤技術高度化支援事業
1　について
　中小企業に対する技術支援を通じて地域経済の活
性化に寄与することを目的としており、公益財団法
人ひろしま産業振興機構を事業管理者とし、産官学
計５機関を研究実施者とする共同研究事業で、溶湯
精錬（リファイニング）による鋳鉄の高品質化及び
低コスト化技術の開を行うこととしており、「公益
財団法人広島市産業振興センターの共同研究実施に
関する要綱」に基づき地域の産業技術の振興につな
がる共同研究として位置付け、ホームページやチラ
シで広報している。
2　について
　年度事業計画書･収支予算書により事業概要を
ホームページで公開している。また、本事業の研究
成果は、公募要領において経済産業省がホームペー
ジ等で公開し積極的な普及活動を行っている。
3　について
　基盤技術（鋳造）を有する中小企業とこの分野に
おける評価技術を有する公設試験研究機関並びに研
究内容を理論的に解明できる国立大学の研究者が共
同研究者として参画している。
4　について
　外部委託は行っていない。

平成22年度で
終了



【令和７年度事業報告書資料】運営体制の充実を図るための取組 

 

公益財団法人広島市産業振興センター 

 

１ 外部理事・外部監事の選任に向けた取組 

  令和７年度に関する定時評議員会の終結をもって理事の任期が満了するため、公

益法人制度改正に伴い新たに必要となる外部理事選任の検討を行った。業務執行理

事（理事長、常務理事）を除く理事全員が外部理事の要件を満たしている。 

外部理事（理事のうち１名以上）は次の要件を全て満たす者 

・当該法人又はその子法人の業務執行理事又は使用人ではなく、かつ、そ

の就任前 10 年間に当該法人又は子法人の業務執行理事又は使用人であっ

たことがない者 

・公益財団法人である場合は、その設立者でない者 

設立者が法人である場合は、当該法人又はその子法人の役員又は使用人

でない者 

 

２ 職員の職務に係る倫理の保持を図るための取組 

職員の服務規律の確保と職員倫理の保持を図るため、全職員を対象とした「倫理

研修」を開催した。 

⑴ 実施日 

令和７年１１月２６日、令和７年１１月２７日、令和７年１２月 ２日 

⑵ 内容 

職員倫理について 

飲酒運転根絶 など 

 

３ 事務監査等の実施 

 監事による事務監査、出納監査、決算監査を実施した。 

⑴ 令和７年４月３日～令和７年４月９日  

出納監査 対象期間：令和６年１２月から令和７年２月まで 

⑵ 令和７年４月１８日～令和７年４月２６日 

  令和６年度決算監査 

⑶ 令和７年６月１６日～令和７年６月１９日 

事務監査 対象期間：令和６年６月から令和７年５月まで 

出納監査 対象期間：令和７年４月から令和７年５月まで 

 ⑷ 令和８年１月６日～令和８年１月７日 

   出納監査 対象期間：令和７年６月から令和７年１１月まで 

 


